
事 業 概 要 シ ー ト

「学びたいことがいつでも、どこでもわかる仕組みづくり」を進めるため、インターネットで
の情報提供ができるよう、学習情報を幅広く収集し整備している。また、学習情報を一元
的に管理し、提供するために、市役所関係課の生涯学習情報の共有について協議して
いる。

事務事業№

必須業務の有無 なし

20-1

511 642 626

担当部課

支出合計 3,532

根拠法令

その他特記事項・留
意事項など

一般財源充当額

主な事業費
(H22見込）

事業名称 事業概要

インターネット接続料

生涯学習ボランティ
ア指導者育成経費

Ｈ20実績

研修会経費

3,532 2,062

【収支】 千円

その他経費 消耗品等

0.1

1,092 840

2,075 2,062

2,062 3,430

各公共施設の情報収集等

311

189

840

2,056

Ｈ22見込

事業費

0.7

3,430

正規職員
従事人数（人）

人件費

事業費（予算・決算）

臨時・嘱託・
再雇用職員 人件費

従事人数（人）

収入合計 0 0

0.1

【支出】 千円 Ｈ20実績 Ｈ21実績

人件費
0.7 0.7

その他（ ）

県支出金 （補助率 ）

【収入】 千円

国支出金 （補助率 ）

事業名称

事業期間

なし

根拠条例 大津市生涯学習センター条例

教育委員会事務局 生涯学習センター

記入者 副参事 久保 恵美子

事業の経緯
市民の生涯にわたる学習を支援する施設として、生涯学習センターを設立し、同時に

文化情報センターを設置。市民の多様な学習要求に対して、学習情報を提供し、生涯学
習活動を支援している。

平成 ４ 年度 継続～

学習情報提供システム整備事業 直営事業種別

人

対象者あたり一般財源充当額

Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込

使用料・手数料

9,130 6,507

Ｈ20実績 Ｈ21実績

目標値（H22）

単位

利用者数

Ｈ22見込

件

8,880 8,880

相談件数

様々な学習情報を提供し、市民の学習相談に応じることで、市民の学習意欲を高めると
共に充実した学習活動に寄与。また学習を通じての仲間づくりや地域づくりに寄与。

目標値（H22）

592

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込

事業概要・施設概要

（補助金の場合は、
補助率・算出根拠・
限度額、対象者な
ど）

市民の自主的な学習活動を支援するために、文化情報センターでは、①市民の様々
なニーズに応じた学習相談に対応②文化活動講座、研修などの各種生涯学習情報の
収集や整備・提供③指導者情報や各公民館のサークル情報などの学習支援情報の収
集や整備を行い、インターネット上でいつでもどこでも情報が入手できるように提供を行
なっている。また、様々な知識や技能を持つ市民に「生涯学習ボランティア指導者登録
制度」に登録いただき、指導者として活躍するとともに、地域の生涯学習活動を支援して
いる。

事業目的・事業の位
置づけ（首長公約、
マニフェスト、総合計
画、緊急度など）

（総合計画第２期実行計画 方針02－政策07－施策33－視点01－重点事業02）

Ｈ22見込

0.1

活動指標名

指標の推移

成果指標名

指標の推移

0

廃止したときの影響 学びたいという市民に対して的確な助言ができる場がなくなり、学習機会が減少する。

国、県の補助金の
動向

365 337 534

Ｈ21実績

なし

34

Ｈ22見込 目標値（H ）

―
対象者の推移

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績

委託の現状

こ
れ
ま
で
の
成
果

将来の動向

対
象
者
の
状
況

対象者名

成果の内容

―

受け皿の存在

なし民
間
委
託 なし

子育てなどの自分の関心事を話し合ったりするグループや団塊世代の退職に伴い、定
年後の生きがいや仲間づくりを求める人が増加。

― ― ― ―

市における類似事業 なし

近隣・同等規模等の
都市の状況

滋賀県生涯学習課は「しが生涯学習スクエア」で学習情報を提供。
京都市や奈良市では、生涯学習財団が管理し、その中のセンター事業として相談や情
報提供を実施。
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市における類似事業

市立図書館においては、ビデオテープなどの視聴覚教材の団体やグループへの貸出は
していない。
産業政策課や男女共同参画センターでは人権教育教材の貸出を実施。
子ども映画会は、市内3図書館で実施。

近隣・同等規模等の
都市の状況

県内における視聴覚ライブラリーは、図書館や公民館内に設置されていることが多く、滋
賀県は「しが生涯学習スクエア(生涯学習課所管)」内に設置。１６ミリ映写操作技術講習
会は、当ライブラリーの他県内どの施設も行なっていない。
奈良市や京都市では、生涯学習財団が生涯学習センターの施設管理を行い、その中で
ライブラリーの貸出を実施している。

―

受け皿の存在

なし民
間
委
託 なし

子育てなどの自分の関心事を話し合ったりするグループや、定年後の生きがいや仲間づ
くりを求める人が増加。情報化・高齢化の進展とともに、視聴覚教材・機材の利用が高ま
る。

― ― ― ―

委託の現状

こ
れ
ま
で
の
成
果

将来の動向

対
象
者
の
状
況

対象者名

成果の内容

Ｈ22見込 目標値（H ）

―
対象者の推移

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績

廃止したときの影響
情報化の進展で視聴覚教育の利用が高まる中、生涯学習の手段が絶たれ、学習活動
が衰退し、市民や学校・園における視聴覚機材・教材を活用した学習活動に支障が生じ

国、県の補助金の
動向

1,007 1,145 1,047

Ｈ21実績

なし

284

Ｈ22見込

0.1

活動指標名

指標の推移

成果指標名

指標の推移

15

事業概要・施設概要

（補助金の場合は、
補助率・算出根拠・
限度額、対象者な
ど）

市民の自主的な視聴覚教育の活動を支援するために、視聴覚機材及び教材を整備し、
市民団体や園・学校に貸し出しを行なっている。その際、学習方法や教材・機材の選
択、会場での設置方法や著作権処理などについての助言をしている。その他、視聴覚
教材による学習情報や他施設の機器貸出情報を提供している。保有する教材や機材を
データベース化し、生涯学習センターホームページへ掲載している。また、「１６ミリ映写
技術講習会」や「子ども映画会」を開催して、視聴覚学習を奨励している。

事業目的・事業の位
置づけ（首長公約、
マニフェスト、総合計
画、緊急度など）

（総合計画第２期実行計画 方針02－政策07－施策33－視点01）

58,000 58,000

機材・教材貸出件数

視聴覚教材・機材を使った学習を行うことで、わかりやすく、より効果的な学習をすること
ができた。

目標値（H22）

1,000

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込 目標値（H22）

単位

貸出機材・教材を使った催しの参加者数

Ｈ22見込

件

58,339 55,982

Ｈ20実績 Ｈ21実績

人

対象者あたり一般財源充当額

Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込

使用料・手数料

平成 ４ 年度 継続～

視聴覚ライブラリー整備事業 直営事業種別事業名称

事業期間

なし

根拠条例 大津市生涯学習センター条例

教育委員会事務局 生涯学習センター

記入者 副参事 久保 恵美子

事業の経緯
市民の生涯にわたる学習を支援する施設として、生涯学習センターを設立し、同時に

視聴覚ライブラリーを設置。視聴覚教材・機材を使った学習活動を支援している。

【収入】 千円

国支出金 （補助率 ）

県支出金 （補助率 ）

その他（講習会参加費 ） 19 14 15

収入合計 19 14

0.1

【支出】 千円 Ｈ20実績 Ｈ21実績

人件費
0.7 0.7

正規職員
従事人数（人）

人件費

事業費（予算・決算）

臨時・嘱託・
再雇用職員 人件費

従事人数（人）

763

840

2,056

Ｈ22見込

事業費

0.7

3,928

0.1

840 840

1,374 2,012

3,997 3,943

貸出用ビデオ・DVD・機材等

Ｈ20実績

消耗品費・備品修繕等

3,202 3,983

【収支】 千円

支出合計 3,221

根拠法令

その他特記事項・留
意事項など

一般財源充当額

主な事業費
(H22見込）

事業名称 事業概要

機材・教材購入費

その他経費

事 業 概 要 シ ー ト

なし

事務事業№

必須業務の有無 有

20-2

1,035 844 935

担当部課
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事 業 概 要 シ ー ト

直近１年間ほどの間、実利用者が約４００名余りで推移しており、限られた利用者に対して
継続して事業を進めるべきか検討している。

事務事業№

必須業務の有無 なし

21-1

535.50 422.67 445.00

担当部課

支出合計 2,364

根拠法令

その他特記事項・留
意事項など

一般財源充当額

主な事業費
(H22見込）

事業名称 事業概要

委託料

委託料

Ｈ20実績

システムサポート業務委託

2,364 2,741

【収支】 千円

使用料及び賃借料 運用機器賃借料

0.07

1,680 588

2,741 2,771

運用機器保守委託

802

60

588

Ｈ22見込

事業費

2,771

正規職員
従事人数（人）

人件費

事業費（予算・決算）

臨時・嘱託・
再雇用職員 人件費

従事人数（人）

収入合計 0 0

0.07

【支出】 千円 Ｈ20実績 Ｈ21実績

人件費

その他（ ）

県支出金 （補助率 ）

【収入】 千円

国支出金 （補助率 ）

事業名称

事業期間

なし

根拠条例 なし

政策調整部 情報システム課

記入者 主査 村田 輝美

事業の経緯

地域ＳＮＳとは、ホームページのように一方的に情報発信するのではなく、同じ趣味、嗜
好などを持ったもの同士が情報交換することができるコミュニティ型のサイトであり、総務
省においては平成１７年度から地域ＳＮＳの導入を促進している。
・平成１９年９月より実証実験開始
・平成２０年６月より本稼動

平成２０年度 継続～

地域情報化推進事業費のうち
地域ＳＮＳ（おおつＳＮＳ）運営事業

直営事業種別

％

対象者あたり一般財源充当額 2 2 2

Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込

使用料・手数料

53.11 32.51

Ｈ20実績 Ｈ21実績

目標値（H ）

単位

月平均アクセス率

Ｈ22見込

人／月

29.00 ―

月平均アクセス者数

全登録者の内、おおつSNSサイトにアクセスした人数とその割合

目標値（H ）

―

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込

事業概要・施設概要

（補助金の場合は、
補助率・算出根拠・
限度額、対象者など）

おおつＳＮＳへの参加は招待制としており、原則、既参加者の招待がないと参加できな
い。また、登録においては、特に個人の情報は取得していない。メニューとしては、コミュニ
ティ、日記、ブログ、レビュー、アルバムがある。
・登録者数 １，６０２名（平成２２年７月９日現在）
・平均新規登録者数 １９．１名／月（平成２１年４月～平成２２年３月）
・平均利用者数 ４２２．７名／月（平成２１年４月～平成２２年３月）
・コミュニティ数 １４１件（平成２２年７月９日現在）

事業目的・事業の位
置づけ（首長公約、マ
ニフェスト、総合計
画、緊急度など）

地域に密着した「まちづくり」や「子育て」、「生活情報」などについてテーマを設けて、市民などがインター
ネットを通じて情報交換できる場として、平成２０年６月より「おおつＳＮＳ」が本稼動している。
マニュフェスト：（５）三者協働のまち大津をつくります／④開かれた市政を進めます

（総合計画第２期実行計画 方針04－政策02－施策01－視点01－重点事業06）

Ｈ22見込

0.2

活動指標名

指標の推移

成果指標名

指標の推移

0

廃止したときの影響 他の民間サイトへの移転、もしくは活動停止をしていただく必要がある。

国、県の補助金の
動向

684 2,153 2,183

Ｈ21実績

なし

1,321

Ｈ22見込 目標値（H ）

人（累計）
対象者の推移

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績

委託の現状

こ
れ
ま
で
の
成
果

将来の動向

対
象
者
の
状
況

対象者名

成果の内容

おおつＳＮＳ登録者数（年齢制限なし、在住場所等制限なし）

受け皿の存在

なし民
間
委
託 なし

登録者は増加するが、退会の手続きをせずアクセスしない者も増える。

1,178 1,408 1,745 ―

市における類似事業
大津市ホームページ（サイト内に、行政への要望受付けとして「市長への提言箱」を設置し
ている。）、メール配信システム（登録者に対し、各課から個別情報を即時配信している。）

近隣・同等規模等の
都市の状況

中核市において、地域ＳＮＳを導入しているところは少ない。
導入都市での運営形態は、担当課が市民に身近な部署や、ＮＰＯ法人がある。
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事 業 概 要 シ ー ト

平成１３年度より開設しているが、当時と比べてパソコンは身近なものとして普
及しており、継続して事業を進めるべきか検討している。

事務事業№

必須業務の有無 なし

21-2

2.82 2.78 2.39

担当部課

支出合計 1,068

根拠法令

その他特記事項・留
意事項など

一般財源充当額

主な事業費
(H22見込）

事業名称 事業概要

報償費

光熱水費、通信運搬費

使用料及び賃借料

委託料 運用機器保守委託

Ｈ20実績

電気代、電話使用料、回線使用料

運用機器賃借料、公共駐車場使用料

1,068 949

【収支】 千円

保険料 利用者・スタッフ傷害保険

0.01

84 84

949 1,036

ボランティアスタッフ（ＩＴ近江あゆみ会）への報
償費

182

17

360

84

Ｈ22見込

事業費

53

1,036

正規職員
従事人数（人）

人件費

事業費（予算・決算）

臨時・嘱託・
再雇用職員 人件費

従事人数（人）

収入合計 0 0

0.01

【支出】 千円 Ｈ20実績 Ｈ21実績

人件費

その他（ ）

県支出金 （補助率 ）

【収入】 千円

国支出金 （補助率 ）

事業名称

事業期間

なし

根拠条例 なし

政策調整部 情報システム課

記入者 主査 村田 輝美

事業の経緯

平成１３年度のインターネット技能講習（ＩＴ講習）における事後学習及び復習を行うこと
を目的として、市民のＩＴ生涯学習を支援する場として、平成１３年１１月に明日都浜大津
３階に「明日都ＩＴポケット」を開設した。

平成１３年度 継続～

地域情報化推進事業費のうち
明日都ＩＴポケット運営事業

直営事業種別

人／日

対象者あたり一般財源充当額 1 1 1

Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込

使用料・手数料

5.99 6.88

Ｈ20実績 Ｈ21実績

目標値（H ）

単位

明日都ＩＴポケット平均利用者数

Ｈ22見込

人／日

5.92 ―

明日都ＩＴポケット平均スタッフ数

開設日時（月、水、土の週３回 午前１０時から午後５時）中の運営状況

目標値（H ）

―

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22見込

事業概要・施設概要

（補助金の場合は、
補助率・算出根拠・
限度額、対象者な
ど）

・施設概要
床面積 ２７．９５㎡
収容人員 ８人

・施設運営
ＮＰＯ法人ＩＴ近江あゆみ会（会員２２名のうち９名程度で業務実施）
開設日時 月、水、土の週３回 午前１０時から午後５時
スタッフ 約３名／日
来所者 約７名／日

事業目的・事業の位
置づけ（首長公約、
マニフェスト、総合計
画、緊急度など）

現在は、市民からのパソコン操作等に関する様々な相談や支援の対応を行うことで、
電子市役所の構築に向けた市民のＩＴにかかるスキルアップを目的として、「明日都ＩＴポ
ケット」を開設している。
（総合計画第２期実行計画 方針04－政策02－施策01－視点01－重点事業06）

Ｈ22見込

0.01

活動指標名

指標の推移

成果指標名

指標の推移

0

廃止したときの影響
パソコン操作等に関する相談について、市民が直接メーカー等に確認することと
なる。

国、県の補助金の
動向

984 865 952

Ｈ21実績

なし

340

Ｈ22見込 目標値（H ）

人
対象者の推移

単位 Ｈ20実績 Ｈ21実績

委託の現状

こ
れ
ま
で
の
成
果

将来の動向

対
象
者
の
状
況

対象者名

成果の内容

明日都ＩＴポケット利用者

受け皿の存在

なし民
間
委
託 なし

現状の運営状況からは、利用者の増加は考えられない。

832 922 904 ―

市における類似事業 公民館の事業の一環でパソコン教室が行われている。

近隣・同等規模等の
都市の状況

中核市において、同様の施設を開設しているところはほとんどない。
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